
府政共生第９２８号

２６文科初第７０８号

雇児発１００１第２号

平成２６年１０月１日

各 都 道 府 県 知 事

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会
殿

各 指 定 都 市 ・ 中 核 市 市 長

各指定都市・中核市教育委員会

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）

武 川 光 夫

（印影印刷）

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長

小 松 親次郎

（印影印刷）

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

安 藤 よし子

（印影印刷）

子ども・子育て支援法の一部（附則第７条ただし書及び附則第８条ただ

し書）の施行等について（通知）

平成２４年８月２２日に公布された子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。）附則第７条ただし書及び附則第８条ただし書の規定については、子

ども・子育て支援法の一部の施行期日を定める政令（平成２６年政令第３１０号）により、

本日施行されました。

これらの規定の内容については下記のとおりですので、各位におかれては、十分御了知

の上、貴管内の関係者に対して遅滞なく周知するなど、その運用に遺漏のないよう配慮願
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います。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定

に基づく技術的助言であることを申し添えます。

記

第一 法附則第７条ただし書関係

法の施行の際現に存する就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律の一部を改正する法律（平成２４年法律第６６号）の規定による改正前の就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号）第７条第１項に規定する認定こども園（国の設置するものを除き、法の施行日に

おいて現に法人以外の者が設置するものを含む。）、幼稚園（国の設置するものを除き、

法の施行日において現に法人以外の者が設置するものを含む。）又は子ども・子育て支援

法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２４年法律第６７号）第

６条の規定による改正前の児童福祉法（以下「旧児童福祉法」という。）第３９条第１項

に規定する保育所（法の施行日において現に法人以外の者が設置するものを含む。）につ

いては、法の施行日に、法第２７条第１項の確認があったものとみなすこととされている

が、当該認定こども園、幼稚園又は保育所の設置者が法の施行日の前日までに、別段の申

出をしたときは、この限りでないこととしたこと。

第二 法附則第８条ただし書関係

法の施行の際現に旧児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業を行ってい

る市町村については、法の施行日に、家庭的保育に係る法第２９条第１項の確認があった

ものとみなすこととされているが、当該市町村が法の施行日の前日までに、別段の申出を

したときは、この限りでないこととしたこと。

第三 留意事項

上記第一の別段の申出については、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府

令第４４号）附則第４条で定めるところにより行うこと。

（参考）

○子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

附 則

（特定教育・保育施設に関する経過措置）

第七条	 この法律の施行の際現に存する就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号）の規定

による改正前の認定こども園法第七条第一項に規定する認定こども園（国の設置するも

のを除き、施行日において現に法人以外の者が設置するものを含む。）、幼稚園（国の

- 2 -



設置するものを除き、施行日において現に法人以外の者が設置するものを含む。）又は

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成

二十四年法律第六十七号）第六条の規定による改正前の児童福祉法（次条及び附則第十

条第一項において「旧児童福祉法」という。）第三十九条第一項に規定する保育所（施

行日において現に法人以外の者が設置するものを含む。）については、施行日に、第二

十七条第一項の確認があったものとみなす。ただし、当該認定こども園、幼稚園又は保

育所の設置者が施行日の前日までに、内閣府令で定めるところにより、別段の申出をし

たときは、この限りでない。

（特定地域型保育事業者に関する経過措置）

第八条 この法律の施行の際現に旧児童福祉法第六条の三第九項に規定する家庭的保育事

業を行っている市町村については、施行日に、家庭的保育に係る第二十九条第一項の確

認があったものとみなす。ただし、当該市町村が施行日の前日までに、内閣府令で定め

るところにより、別段の申出をしたときは、この限りでない。

○子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）

附 則

（教育・保育施設の別段の申出）

第四条 法附則第七条ただし書の規定による別段の申出は、次の事項を記載した申請書を

当該申出に係る認定こども園、幼稚園又は保育所の所在地を管轄する市町村長に提出し

て行うものとする。

一 当該申出に係る認定こども園、幼稚園又は保育所の名称及び所在地並びにその設置

者及び管理者の氏名及び住所


二 法附則第七条本文の規定に係る確認を不要とする旨


本件担当：内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室

TEL: 03-5253-2111（代表）内線38350 

FAX: 03-3581-2521 
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